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本論文は、英領期の香港で、それまでの住民の政治参加への制限が緩和され、民主化の

動きが拡大していく 1980 年代に焦点をあて、各種の選挙戦とそこに参加した政治エリート

の分析を軸として、中国への返還前の香港政治のダイナミズムを解明したものである。 

論文の構成は、問題意識と先行研究を整理した「はじめに」、本論 10 章、および論文全

体をまとめて香港政治のダイナミズムを整理した「おわりにかえて」から構成されている。 

 本論は大きく 3 つの部分からなっている。最初の部分は、1980 年代の民主化の前史とも

いうべき、英領植民地の成立から 1970 年代までの時期を扱った、第 1章と第 2 章である。 

第 1 章では英領植民地誕生から説き起こし、返還問題が浮上するまで政治制度にどのよ

うな変化があったのかを説明している。香港政治において、民主化は制限されていたが、

民間の有力者は積極的に委員会に登用され、政府は間接的に民意を吸収していた。これを

行政的民意吸収型政治としている。第 2章では、戦前から戦後の民主化始動以前の段階で、

どのような人々がこの行政的民意吸収の担い手となったのかを考察している。 

第２の部分は、1980 年代に政府主導で始まった民主化にどのように香港の人々が参加し

たのかを検討した、第 3章から第 6章までである。 

第 3 章で民主化の導入の経緯について述べて、この時期の３回の区議会選挙の概要を比

較している。第 4 章では『七十年代月刊』の特集記事を題材にして、実際の区議会選挙に

立候補した人々がどのような特徴を持っているのかを検討している。第 5 章は、1980 年代

に入ってから発足した政治団体に焦点をあて、区議会選挙を分析している。第 6 章は、市

政評議会選挙と立法評議会の間接選挙に焦点をあて、ここでは区議会選挙に参加した人々

が、こうした他の選挙にどのように関わったかも検討している。 

第 3 の部分は 1989 年の天安門事件以降の香港の民主化を扱った、第 7 章から第 10 章ま

でである。まず、第 7 章では天安門事件以降の香港の各政治勢力の状況を説明している。

1980 年代の民主化の始動のなかで、香港の政治勢力は徐々に民主化を支持する民主派と、

中国政府を支持する親中国派、財界寄りの保守派に分類されるようになった。さらにここ

では、選挙民登録状況と人口センサスを比較し、1991 年立法評議会選挙が行われた時期の

香港の各選挙区の状況を概観している。第 8 章は 1991 年立法評議会選挙に焦点をしぼり、

民主派がどのように勢力拡大していったのかを整理している。第 9 章と第 10 章は 1991 年

立法評議会選挙の影響の分析である。第 9章は親中国派の政治参加をとりあげ、第 10 章で

は保守派の政治参加をとりあげている。後者については、各種選挙への参加だけではなく、

中国側の諸委員への参加状況も見ている。 



こうした分析により、選挙を通じてみた政治エリートの形成過程について、本論文は以

下のことを明らかにしている。 

第二次世界大戦前の華人の政治エリートは香港で英語教育を受け、留学経験を持ったこ

とが共通する特徴であった。大戦直後、香港で提起されたヤング・プランをめぐって香港

革新会と華人革新会が発足した。革新会のメンバーには非華人系が多かった。華人系の華

人革新会やその後発足した公民協会も、主要構成員には香港生まれでない者が多く見られ

た。1980 年代まで、市政評議会は選挙権がかなり限定的なものであったが、民選議員を選

ぶことができ、民意を表現できる数少ない場のひとつであった。 

1980 年代に入って、香港の青写真として「港人治港」が提起されると、政府主導の民主

化に、香港生まれの戦後世代が参加するようになった。なかでも民主派の政治団体は発足

が早かった。1989 年に天安門事件がおきると、香港では民主化のスピードアップを要求す

る声が高まった。1991 年立法評議会選挙では民主派が直接選挙枠で圧勝したが、民主派内

部では、香港民主同盟への大同団結が起きる一方、それとは別個の活動をするグループが

現れ、多元化の傾向を見せた。民主派の躍進に対して、親中国派は政治団体を組織して対

抗した。 

この間、返還後の香港の小憲法である基本法が起草され、直接選挙枠の漸進的増加が明

記された。1992 年に着任したパッテン総督は既存の枠組みのなかで最大限の民主化を行う

政治制度改革案を発表した。民主派寄りの最後の総督の登場により、従来委任議員という

形で香港政治に参与していた保守派も、政治団体を発足させた。 

このような過程は、第二次世界大戦後の香港における、「民主」と「愛国」という２つの

タブーの融解過程でもあった。中英双方の事情から抑制された「民主」は 1980 年代の民主

化のなかで徐々に融解していった。「民主」に関わったのは、民主派が一番早く、ついで親

中国派、保守派であった。一方、「愛国」は 1967 年の香港暴動以後、警戒された概念であ

ったが、1990 年代に入って親中国派が選挙に挑戦するなかで、「愛国」が香港政治で使用さ

れるようになった。「愛国」に接近したのは、親中国派がもっとも早く、保守派がそれにつ

いだ。 

最後の「おわりにかえて」では、香港政治のダイナミズムの構成要因を、「制度」と「非

制度」、「官」と「民」、香港－中国－台湾の地域関係、香港の社会構造という４つの角度か

ら検討し、「民主化を保障する制度」が不十分であったため、「非制度」＝「制度化されて

いないが民主化につながる状況」の自己主張が大きな役割を果たし、それが「制度」の拡

充をもたらしたこと、1980 年代を境に、香港政治に政府からの委任を受けた「官」ではな

い勢力＝「民」が登場し、「民」の勢力拡大が「官」との間に競争関係を生み出し、香港の

既存の体制を揺るがしていること、中国－香港－台湾の地域関係は、1980 年代の香港返還

問題の浮上までは、香港の民主化を抑制する環境になっていたが、返還が決まり、返還後

の香港には、中国が台湾を念頭においた「一国二制度」が適用されることになった結果、

中国は香港の民主化を全面否定するようなことはできなくなり、この中国の容認が民主化



の第一の規定要因になっていること、香港生まれの香港育ちの世代の台頭による香港アイ

デンティティの形成など、香港の社会構造の変化が、香港政治のダイナミズムを生み出し

たこと、などが指摘されている。 

このような内容をもつ本論文の意義は、次のようにまとめられるだろう。 

香港政治に関心が向けられるようになるのは、返還問題の浮上、特に 1989 年の天安門事

件以降のことであり、比較的研究蓄積が少ない分野である。香港政治を、実証的、内在的

に理解しようする本格的な研究がまだ少ない中で、選挙とそれに立候補した政治エリート

を軸として、英領期の香港政治の動態を記述した本論文の価値は高い。 

特にその中でも本論文は、返還後の香港政治の理解のためには、第二次世界大戦以降の

香港における政治参加の努力の蓄積、特に制約された条件のもとではあったが実施された

選挙の経験の蓄積が重要であることを指摘し、90 年代以降の展開を理解する上では、1980

年代の区議会選挙、および市政評議会選挙の動向が重要であることを、これら選挙の動向

の緻密な分析を通じて明らかにしている。この、香港政治にとっての 1991 年以前の歴史、

特に 1980 年代のローカルなレベルの選挙の重要性を解明した点に、本論文のオリジナリテ

ィと大きな学術的価値がある。また、先行研究が少ない 1980 年代以前の市政評議会選挙を

扱い、第二次世界大戦前のエリート研究と、1980 年代以降の民主化研究の橋渡しをした点

も、評価できよう。 

この香港政治の連続性と、選挙の重要性を解明する方法として、本論文は選挙戦に立候

補した人々を政治エリートとして捉え、その代表的人物のプロフィールを明らかにすると

いう手法を採用している。本論文は、これによって香港政治を担った、民主派、親中国派、

保守派などの主な政治潮流の歴史と特徴を生き生きと描き出している。これも本論文の成

果として評価できる点である。 

審査の過程では、いくつかの問題点も指摘された。 

第一に、本論文は選挙事情の詳細な記述という性格が強く、「民主化」、「政治エリート」、

「参加」などの重要な分析概念の練り上げが不十分である、それとも関連して、香港政治

のダイナミックな変化が読者に十分には伝わらない記述になっており、もっとエリートと

政治体制のインターアクションに焦点をあてたほうがよかったのではないか、という指摘

がなされた。 

第二に、本論文は、香港の返還による歴史の断絶ではなく、連続性を解明することを主

眼としているが、この趣旨で一貫していない部分もあり、また、「民主」と「愛国」という

二つのタブーが「溶解」し、これが党派を超えたスローガンになっていく経過は描かれて

いるが、反面、その意味内容の時期による変化が十分には描かれていないのではないか、

という指摘がなされた。 

第三に、本論文では、民主化の進展という点では共通性のある台湾との比較、中国人社

会の伝統的な社会関係が、選挙にどうかかわっているのかの分析が、もっと行われてもよ

かったのではないか、という指摘がなされた。 



また、これ以外にも、英国の職名の邦訳として不適切な箇所、校正上の問題なども、若

干指摘された。 

審査委員会としては、こうした問題点あるいは今後への要望は、本論文の学術的意義を

否定するようなものではなく、論文提出者が今後の研究の進展で応えてくれるものと判断

した。したがって、本審査委員会は全員一致で本論文が博士（学術）の学位を授与するに

ふさわしいものと認定する。 


